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司法改革
総合センター
ニュース

●常勤スタッフ弁護士養成事務所とは
（1）定義

常勤スタッフ弁護士養成事務所とは，常勤スタッフ

弁護士として日本司法支援センター（以下「支援セン

ター」という）に就職を希望する新人弁護士（以下

「被養成弁護士」という）を採用し，原則として1年

間，弁護士としての実務研修・教育を実施した後，被

養成弁護士を支援センターに送り出す事務所のことを

いう（以下「養成事務所」という）。

（2）趣旨・内容・数

養成事務所における常勤スタッフ弁護士の養成は，

先輩弁護士が新人教育と研修を担うことによって，新

人弁護士に弁護士としての見識と能力を身に付けさせ

ることにある。したがって，養成事務所における研修

内容は，人権感覚を身に付ける実務研修を実施するオ

ンザジョブトレーニングがメインとなる。

給与等の雇用条件は，個々の養成事務所が60期新人

弁護士に対し提示する。参考までに，60期新人弁護士

が1年間の養成後に常勤スタッフ弁護士として採用さ

れた場合の給与は，同期の裁判官・検察官と同程度（2

～3年目の年間給与は約600万円程度）が支給される

予定であり，一定の歩合給の導入も検討されている。

昨年度，59期司法修習生を対象とした養成事務所の

数は，全国で104事務所，うち本会では14事務所が登

録した（東京三会では34事務所）。しかし，東京地区

での養成を希望する司法修習生が多いため，東京地区

の養成事務所は圧倒的に不足している。そこで，本年

度，本会は60期司法修習生を対象とした養成事務所と

して，30事務所の確保を目指している。

各養成事務所の受入人員は，1名でもよく，また，日

弁連ひまわり基金制度における供給型A協力事務所や，

弁護士任官等推進センターによる新人養成型弁護士任

官支援事務所との兼任も，可能である。

羅針盤

60期向け常勤スタッフ弁護士養成事務所の募集
（平成18年6月以降採用決定，平成19年10月・12月養成開始）
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●常勤スタッフ弁護士とは
（1）定義・類型

（図1「スタッフ弁護士の類型図」参照）

常勤スタッフ弁護士とは，支援センターに所属して

法律事務を取り扱う弁護士のことである。地方事務所

に所属して民事法律扶助事件や国選弁護事件を取り扱

う都市型と，地域事務所に所属して民事法律扶助事件

や国選弁護事件に限らず当該司法過疎地域における法

律事務全般を取り扱う過疎地型の2類型がある。

なお，スタッフ弁護士には，パートタイム型の非常

勤スタッフ弁護士も予定されている。非常勤スタッフ

弁護士は，一定時間，支援センターで執務するが，報

酬は処理案件ごとの件数制報酬と，アクセスポイント

業務のフォローなど案件処理以外の業務についての日

給制報酬を組み合わせたものがある。

（2）地位・陣容

（図2「常勤スタッフ弁護士確保の目標値と業務分布」参照）

常勤スタッフ弁護士は，支援センターと雇用に準じ

た契約を締結する。任期は，法曹経験10年未満の弁護

士は3年（2回まで更新可能），同10年以上の弁護士は

2年（シニアスタッフとして相応しい者は2回まで更新

可能）である。

支援センターは，平成18年10月の業務開始時点で60

人から90人（うち59期の新人弁護士が30人から60

人），翌19年10月から12月の時点でさらに100人（うち

60期の新人弁護士が50人，新60期が35人）の弁護士を

採用，以下，順次採用し，平成21年5月時点では，必要

的弁護及び裁判員裁判に対応するため，スタッフ弁護士

300人体制で業務を遂行することが予定されている。

（3）戦力として期待できる

ひまわり基金公設法律事務所への赴任を希望する新

人弁護士を養成した実績のある経営弁護士によれば，

養成した新人弁護士の能力・意欲は極めて高く，新人

弁護士が事務所に貢献する部分は大きいという。被養

成弁護士についても同様に，約1年間という限定的な

勤務ではあるが，事務所戦力として力を発揮し養成事

務所に貢献することは充分期待できる。
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（注1）この目標値は， 常勤スタッフを基本とするもので， 非常勤については， 各地方事務所の実情をふまえて採用を決める。但し， 平成18年10月採用の59期については， �

一定事件数契約をする非常勤型を想定する。�

（注2）新60 ： 平成18年3月に法科大学院を卒業後， 第1回目の新司法試験合格者から採用される司法修習生（900～1100名）�

新61 ： 平成19年3月　　　　　〃　　　　   第2回目　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　 （1800～2200名）�

新62 ： 平成20年3月　　　　　〃　　　　   第3回目　　　　　　　　　　〃�

（注3）給源には， 40期以降を記載したが， 40期以前の採用もありうる�

（注4） 過  ： 初年度， 主に過疎地域事務所の業務を担う�

           刑  ： 初年度， 主に被疑者・被告人国選弁護業務を担う�

　　    民  ： 初年度， 主に民事扶助の相談， 事件受任を担う�

（注5）平成21年以降の採用は， 平成18～20年の間の任期満了等による退職者を補充すると共に， 新規需要に対応する要員として採用�

図2　常勤スタッフ弁護士確保の目標値と業務分布� 2006.4.6

＊日弁連日本司法支援センター推進本部事務局作成�
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図3　60期養成事務所募集タイムスケジュール� 2006.4.25

●養成事務所への支援
（1）研修

本会はすべての新人弁護士を対象として新人研修を

実施しているが，日弁連はこれに加えて，被養成弁護

士に対し，1か月に1回程度，土曜日の午後に研修会を

実施する。刑事弁護，クレサラ，消費者問題，労働問

題，交通事故，離婚，相続，税務等，実務に精通した

弁護士が講師となり実践的な講義等を行なう。

（2）事件の配点

支援センターは被養成弁護士に対し，10件程度の民

事法律扶助事件・国選弁護事件を配点する予定であ

る。これらの報酬を被養成弁護士の収入とすること

（ただし，養成事務所の売上とすることもできる）など

によって，養成事務所の経済的負担を軽減することも

できる。

（3）養成援助金の支給

日弁連は養成事務所に対し，日本司法支援センター

常勤スタッフ弁護士養成援助特別会計設置要綱に基

づき，100万円の養成援助金を支給し，養成事務所に

おける常勤スタッフ弁護士養成費用の一部を援助する

制度を設けている。手続は，被養成弁護士を採用して

から4か月間が経過した段階で，養成事務所が日弁連

に対して養成援助金の支給を請求し，経理委員会の承

認に基づいて支給される。ただし，被養成弁護士が養

成事務所に入所したときから1年6か月を経過したに

もかかわらず当該養成事務所に所属している場合，あ

るいは被養成弁護士が養成事務所の紹介により他の事

務所に入所した場合などには，日弁連が養成事務所に

対して養成援助金の一部または全部の返還を求めるこ

ともある。

●手続
（図3「60期養成事務所募集タイムスケジュール」参照）

（1）応募

養成事務所として登録を希望する場合は，所定の応

募申込書および新規登録会員募集票（60期司法修習生

用）に必要事項を記入の上，本会を通じて日弁連の事

務局へ提出する。

なお，59期の司法修習生の養成事務所として登録し

た事務所であっても，引き続き養成事務所として応募

する場合，再度の登録が必要であって，「新規登録会員

募集票（60期司法修習生用）」の「継続登録」，「スタ

ッフ弁護士養成」箇所をチェックして日弁連の担当事

務局まで提出することになっている。

（2）確認および公表

日弁連の日本司法支援センター推進本部事務局は，

「新規登録会員募集票（60期司法修習生用）」の記載内

容を確認した後，日弁連のホームページ上で公表する。

●むすび
支援センターは，人権感覚豊かなスタッフ弁護士を必

要としており，その養成は，会員の皆様の力に負うとこ

ろが大である。常勤スタッフ弁護士養成事務所に応募

し，支援センターに送りだしていただきたい。

（東京三弁護士会日本司法支援センターに関する協議会

委員　安井 規雄）
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日本司法支援センター
「常勤スタッフ弁護士養成事務所」を募集します
（60期・新60期司法修習生対象養成事務所）

＊応募にあたってのお願い＊

（1）所属弁護士は1名でも結構です。

（2）60期・新60期新人弁護士の採用期間（養成事務所で実務を積む期間）は，原則として1年です。

（3）採用期間中は，60期・新60期新人弁護士に対し，人権感覚を身に付けることができる実務研修
を実施していただくようお願いいたします。

（4）「日弁連ひまわり基金」制度における「供給型A協力事務所」，また弁護士任官等推進センターに
よる「新人養成型弁護士任官支援事務所」との兼任も可能です。

■登録申込みの第一次集約： 2006（平成 18）年 6月 30日

■内容についての問い合わせ：日弁連 業務二課　TEL. 03-3580-9833

■提出先：東弁 総務課　TEL. 03-3581-2204 FAX. 03-3581-0865

司法改革
総合センター
ニュース

羅針盤

現在，日弁連日本司法支援センター推進本部なら

びに各地方事務所において，日本司法支援センター

（以下「支援センター」という）業務開始に向けて準

備作業が進められています。支援センターが実施す

る国選・民事扶助等の業務については，同センター

と契約する弁護士が担うことを原則としつつ，常勤

スタッフ弁護士がこれを補完することになります。

日弁連では，第59期司法修習生に引き続いて，常

勤スタッフ弁護士を希望する第60期司法修習生を対

象に，1年間（原則），常勤スタッフ弁護士を養成す

る「常勤スタッフ弁護士養成事務所」（以下「養成事

務所」という）を募集しています。この取組みは，経

験豊かな会員の事務所にて新人弁護士に種々の実務

経験を積んでもらい，その後，スタッフ弁護士とし

て，地方事務所や過疎地事務所等に勤務してもらう

ことを目的としています。

とりわけ東京弁護士会に対しては，本年度，養成

事務所として30事務所を確保し，優秀なる人材を支

援センターに送り出す取組みが強く求められていま

す。

昨年は，第59期司法修習生を対象とした養成事務

所として，東弁から14事務所のご登録をいただきま

したが，東京地区での養成を希望する司法修習生の

数に比して圧倒的に数が不足しているのが実情です。

今年度，支援センターが設立され，また2009年の

被疑者国選弁護拡大を控え，常勤スタッフ弁護士を

一定数確保する必要性があり，積極的な取組みが求

められるところです。

つきましては，皆様からさらなるご応募，ご協力

をいただきますよう，重ねてお願いいたします。

なお，ご応募いただいた場合でも，推薦できない

場合がありますので，この点をご了承下さい。


